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 質問紙への回答者について，その内訳を表 1－1 に，回答者の年齢を表 1－2 に示す。回答者は，3
分の 2 が「主任指導員」であった。また，回答者の 5 割近くの指導員が 50 代であった。次に，回答










回答者 人数 ％ 
主任指導員 52 66.7 
障がい児担当指導員 5 6.4 
その他の指導員 21 26.9 
計 78 100.0
 回答者の年齢 人数 ％ 
30 代 9 13.4 
40 代 13 19.4 
50 代 38 56.8 
60 代 7 10.4 
計 67 100.0 











































回答者の勤続年数 人数 ％ 
5 年未満 19 28.8 
5 年以上 10 年未満 18 27.3 
10 年以上 15 年未満 18 27.3 
15 年以上 20 年未満 9 13.6 
20 年以上 2 3.0 
計 66 100.0 
表 1-3 回答者の指導員としての勤続年数 
図 1-1 指導員の性別 
図 1-2 指導員の年齢分布













地　域　学　論　集　　第 12 巻　　第 ２ 号（2015)
138
地域学論集 2 巻第 2 号(2015) 








 常勤指導員数は１クラブ当たり平均 1.9 人（標準偏差 2.00），非常勤・パート・アルバイト指導員
数は１クラブ当たり平均 3.3 人（標準偏差 2.40）であった。常勤と非常勤・パート・アルバイトも












































































図 1-4 各学童保育の常勤指導員の人数 図 1-5 各学童保育の非常勤・パート・アルバイト 






 少なくとも１人以上が資格を保有している学童保育は全体の 83.5％（66 クラブ），資格を保有し
ている指導員が１人もいない学童保育は 16.5％（13 クラブ）であった。





     表 1-4 指導員の保有資格・保有免許 （有効回答 363 名中） 
指導員の保有資格・免許 人数（重複あり） 保有率（%） 
保育士または幼稚園教諭 90 22.9 
小学校・中学校・高等学校教諭 48 12.2 
児童厚生指導員 5 1.3 
看護師 3 0.8 
養護教諭 1 0.3 
栄養士 1 0.3 
調理師 1 0.3 
特別支援学校教諭 0 0.0 

























NPO 法人 1 1.2
計 80 100.0
 運営主体  主体数    ％ 
市区町村 38 47.5 
保護者会 29 36.3 
社会福祉法人 5 6.3 
NPO 法人 4 5.0 
学校法人 2 2.5 
社会福祉協議会 1 1.2 
社会振興協議会 1 1.2 
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計 79  100.0 






























































図 3-3  4 年生以上の児童の受け入れ 
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また，各学童保育が受け入れている障がい児の人数は，1 クラブあたり平均 2.5 名（標準偏差 1.85，



















































図 4-2  各学童保育の障がい児受け入れ人数 




























































自閉症・アスペルガー障害・広汎性発達障害 48 33.1 
注意欠陥多動性障害（ADHD) 42 29.0 
知的障害 23 15.9 
学習障害（LD） 12 8.3 
ダウン症 4 2.8 
肢体不自由 4 2.8 
聴覚障害 3 2.1 
視覚障害 2 1.4 
もやもや病 2 1.4 
筋ジストロフィー 2 1.4 
場面緘黙症 2 1.4 
ミオクロニーてんかん 1 0.7 
心臓病 1 0.7 
視知覚認知障害 1 0.7 
協調運動障害 1 0.7 
血友病 1 0.7 
重度アレルギー 1 0.7 
その他 4 2.8 










表 3－3 に示す。通常学級に在籍している児童が 52.7％，その内 3 名は，通級指導教室を利用してい
るケースであった。特別支援学級に在籍している児童が 44.6％，特別支援学校に在籍している児童
が 2.7％いた。
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 障がい児保育実施要綱の有無について表 4－1 に，障がい児の受け入れ定員の有無について表 4－
2 に示す。障がい児保育実施要綱は，「ない」「わからない」とする回答が 8 割であった。障がい児
の受け入れ定員を設けている学童保育は 5％のみで，ほとんどの学童保育が定員を「決めていない」
「定員なし」であった。
表 4-1 障がい児保育実施要綱の有無          表 4-2 障がい児の受け入れ定員の有無 
 
在籍学級・学校 人数 ％ 
通常学級 78 52.7 
特別支援学級 66 44.6 
特別支援学校 4  2.7 
計 148 100.0 
   
学年 人数    ％ 
1 年生 32 21.8 
2 年生 53 36.1 
3 年生 39 26.5 
4 年生 10 6.8 
5 年生 8 5.4 
6 年生 5 3.4 
計 147 100.0 
障がい児の受け入れ定員 クラブ数 ％ 
定員あり 4  5.1 
定員なし 27 34.6 
決めていない 47 60.3 
計 78 100.0
障がい児保育実施要綱 クラブ数 ％ 
自治体が作成したものがある 11 13.9 
クラブ独自に作成したものがある 4  5.1 
ない 53 67.1 













































障がい児保育実施要綱 クラブ数 ％ 
自治体が作成したものがある 11 13.9 
クラブ独自に作成したものがある 4 5.1 
ない 53 67.1 
わからない 11 13.9 













表 4-3 障がい児の入所判定は主に誰が行っているか 
障がい児の入所判定 件数 ％ 
運営主体 43 54.4 
市区町村の行政担当と放課後児童クラブとの相談 13 16.5 
放課後児童クラブの指導員 11 13.9 
放課後児童クラブの指導員と運営主体 6  7.6 
医師などの専門職 1  1.3 
その他 5  6.3 
計 79 100.0 






職員体制で保育が可能かどうか 33 43.4 
集団保育が可能かどうか 29 38.2 
障がいの程度 28 36.8 
介助が必要かどうか 18 23.7 
医療面での配慮が必要かどうか 17 22.4 
自力通所，あるいは親の送迎が可能かどうか 15 19.7 
その他  7  9.2 
特にない（健常児と同じ基準） 31 40.8 
c.障がい児加算制度 
 学童保育がある自治体に補助金の障がい児加算制度があるかどうか，指導員が認知しているかに
ついて，図 4－5 に示す。また，学童保育の障がい児の加算制度の利用状況について，図 4－6 に示
す。さらに，現在，学童保育が障がい児を受け入れているかどうかによる，障がい児加算制度の指
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表 4-5 自治体における補助金の障がい児加算制度についての指導員の認知 
自治体の障がい児加算 あり なし 知らない 計 
現在，障がい児を受け入れている 44 (73.3%) 6 (10.0%) 10 (16.7%) 60 (100.0%) 
           受け入れていない 14 (73.7%) 2 (10.5%) 3 (15.8%) 19 (100.0%) 
計 58 (73.4%) 8 (10.1%) 13 (16.5%) 79 (100.0%) 
 






とはない わからない 計 
現在，障がい児を受け入れている 30 (53.6%) 4 (7.1%) 4 (7.1%) 18 (32.1%) 56 (100.0%) 
           受け入れていない 0 (0.0%) 8 (44.4%) 5 (27.8%) 5 (27.8%) 18 (100.0%) 




 障がい児保育の職員体制として，担当制をとっているかどうかについて，図 4－7 に示す。また，
担当制をとっている場合の，障がい児担当者の勤務形態（常勤か，非常勤・パート・アルバイトか）












































定期的にクラブ内の職員間でケース会議を実施している 28 48.3 
職員以外の関係者(保護者，学校の教員，療育機関等)も参
加するケース会議を実施している 8 13.8 
その他 8 13.8 
特にケース会議は実施していない 20 34.5 
（６）指導員の保育実践上の課題に関する意識 
① 障がい児保育実践上の困り感について 
表 5-1 指導員が障がい児保育を実践する上で困っていること 
指導員の困り感 回答数（複数回答） 出現率（%） 
他の児童との仲間関係のつくり方 37 58.7  
問題行動への対応の仕方 36 57.1  
集団遊びへの参加のさせ方 30 47.6  
障がいのある子どもに合った遊びや活動の展開の仕方 23 36.5  
障がいのある子どもの障がいや行動，発達の理解 22 34.9  
保護者との連携のとり方 12 19.0  
職員体制上の問題 12 19.0  
設備施設面の問題 11 17.5  
学校との連携のとり方 9 14.3  
関係機関（医療，行政など）との連携のとり方 4 6.3  
職員間の連携の問題 3 4.8  
障がい児保育の進め方について相談する人や場がない 2 3.2  
その他 2 3.2  































定期的にクラブ内の職員間でケース会議を実施している 28 48.3 
職員以外の関係者(保護者，学校の教員，療育機関等)も参
加するケース会議を実施している 8 13.8 
その他 8 13.8 





表 5-1 指導員が障がい児保育を実践する上で困っていること 
指導員の困り感 回答数（複数回答） 出現率（%） 
他の児童との仲間関係のつくり方 37 58.7  
問題行動への対応の仕方 36 57.1  
集団遊びへの参加のさせ方 30 47.6  
障がいのある子どもに合った遊びや活動の展開の仕方 23 36.5  
障がいのある子どもの障がいや行動，発達の理解 22 34.9  
保護者との連携のとり方 12 19.0  
職員体制上の問題 12 19.0  
施 設備面の問題 11 17.5  
学校との連携のとり方 9 14.3  
関係機関（医療，行政など）との連携のとり方 4 6.3  
職員間の連携の問題 3 4.8  
障がい児保育の進め方について相談する人や場がない 2 3.2  
その他 2 3.2  
























図 4-7 障がい児担当の指導員を決めているか 
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学校との連携を図ること 65 81.3 
保護者との連携を図ること 60 75.0 
指導員の研修機会・研修内容の拡充 56 70.0 
職員間で連携を図ること 50 62.5 
指導員の保育力量を高めること 45 56.3 
専門家の巡回指導や専門機関等への相談の機会を得ること 44 55.0 
施設設備の整備 44 55.0 
専門性のある職員を配置すること 40 50.0 
適正な集団規模にすること 39 48.8 
職員間でケース会議を実施し情報を共有すること 37 46.3 
職員体制の強化 35 43.8 
関係機関（医療，療育機関，行政等）との連携を図ること 34 42.5 
補助金や障がい児加算の充実 30 37.5 
職員の待遇改善 21 26.3 
他のクラブの指導員との情報交換 17 21.3 
6 年生までの受け入れ年限延長 9 11.3 























問題行動への対応 62 78.5 
障がいや発達の理解に関すること 48 60.8 
保育実践の進め方（保育内容や方法） 41 51.9 
保護者対応に関すること 28 35.4 
実践事例についての検討会 24 30.4 
他のクラブとの情報交換 14 17.7 



















































































とてもそう思う そう思う どちらとも言えない あまり思わない 全く思わない
図 5 障がい児を受け入れることに対する指導員の役割観（評定の分布） 
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表6 障がい児を受け入れることに対する指導員の役割観（得点の平均と標準偏差） 
指導員としての役割観にかかわる項目 平均値 標準偏差 
10 障がい児の保護者が安心して働けるために必要である 4.12 .730 
11 障がい児の保護者の子育てを支援するうえで必要である 4.04 .738 
4 障がい児が友だちをつくることができる 3.84 .784 
9 障がい児の放課後の居場所として必要である 3.80 .864 
5 障がい児が活動の幅を広げることができる 3.80 .849 
6 障がい児とかかわることは健常児の発達によい影響がある 3.76 .690 
2 障がい児が他では経験できない楽しい遊びを経験できる 3.75 .926 
3 障がい児が集団生活のルールや社会性を身につけることができる 3.64 .843 
1 障がい児の成長・発達を支援できる 3.62 .909 
8 障がい児の専門機関で支援を受けたほうが力をつけられる R 3.41 .996 
7 障がい児にとってつらい思いを経験する場面が多い R 3.05 .857 
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表７ 障がい児の受け入れに関する問題点や要望についての自由記述 （複数回答を含む） 
保育環境上の課題に関する記述 29 件 
























































保育実践上の課題に関する記述 21 件 








































専門家による巡回指導の希望 2 件 
・専門機関の方に来ていただき，その子にあった対応の仕方を指導していただきたい。 
・専門家の巡回指導を是非して欲しい。 




その他の記述 3 件 
アンケートについて 2 件 
・どの程度の障害を想定して答えるべきなのか，迷うところが多かった。 
・一口に「障がい児」と言っても状態はそれぞれ違うので，まとめて書くことはできない。 
特になし 1 件 
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丸山啓史  2011 学童保育の対象学年・入所要件が障害児と保護者の生活に及ぼす影響．学童保育：










全国学童保育連絡協議会 2015  2015年５月１日現在の学童保育の実施状況調査結果（報道発表資
料） 
 http://www2s.biglobe.ne.jp/Gakudou/2015kasyosuu.pdf 
 
 
付記 
 調査にご協力いただきました学童保育指導員の皆様に感謝いたします。なお，本研究は，科学研究
費補助金基盤研究(C）(研究課題番号：21531027，研究代表者：寺川志奈子)の助成を受けました。 
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